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インターネット開示事項

連結計算書類の連結注記表

計算書類の個別注記表
（2021年２月１日から2022年１月31日まで）

株式会社東京楽天地



そ の 他 有 価 証 券
時 価 の あ る も の 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時 価 の な い も の 移動平均法による原価法

(イ)有形固定資産（リース資産を除く）
内 規 に 定 め た 相 当 規 模
以上の建物 定 額 法

1998年４月１日以降取得した
建物（建物附属設備を除く）
ならびに2016年４月１日以降
取得した建物附属設備および
構築物

定 額 法

そ の 他 定 率 法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 及 び 構 築 物  ６ 年～50年

連　結　注　記　表
⒈ 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の数および名称
連結子会社は株式会社楽天地オアシス、株式会社楽天地セルビスの２社であります。なお、前連結会計
年度において連結子会社でありました株式会社まるごとにっぽんは、2021年２月１日付で株式会社楽
天地オアシスを存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除いております。

（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法適用の関連会社は、株式会社錦糸町ステーションビル１社であります。
② 持分法適用会社の決算日は連結決算日と異なるため、連結決算日を基準として仮決算を行っておりま

す。
（3）連結子会社の決算日に関する事項

連結子会社の決算日は、すべて連結決算日と一致しております。
（4）会計方針に関する事項

① 資産の評価基準および評価方法
有価証券の評価基準および評価方法

② 固定資産の減価償却の方法



(ロ)無形固定資産（リース資産を除く） 定 額 法
なお、主な耐用年数は５年であります。

(ハ)リ ー ス 資 産
所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

(イ)貸 倒 引 当 金

(ロ)賞 与 引 当 金

(ハ)役 員 賞 与 引 当 金

(イ)退職給付に係る負債の計上基準

(ロ)消費税等の会計処理

当連結会計年度

有形固定資産 28,873,009千円

無形固定資産 277,649千円

減損損失 58,574千円

(イ)算 出 方 法

③ 引当金の計上基準

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上することとしておりま
す。

連結会計年度末在籍従業員に対する翌連結会計年度支給賞与の当連結会計年度負担額として、支
給見積額の当連結会計年度経過期間相当額を計上しております。

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計年度経過期間相当額を
計上しております。

④ 収益および費用の計上基準
ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

⑤ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

当社および連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期
末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

税抜方式によっております。
（5）会計上の見積りに関する注記

（固定資産の減損）
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

②　連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

当社グループは、事業セグメントの区分を基準に、原則として不動産賃貸関連事業の賃貸不動産



(ロ)主 要 な 仮 定

(ハ)翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

（1）有形固定資産の減価償却累計額 30,814,954千円
（2）担保に供している資産 現 金 及 び 預 金 20,000千円

上 記 に 対 応 す る 債 務 流 動 負 債 そ の 他
（ 預 り 金 ） 3,996千円

（3）当社においては、短期的な運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と貸出コミットメント
契約を締結しております。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。
貸 出 コ ミ ッ ト メ ン ト の 総 額 2,000,000千円
借 入 実 行 残 高 ―
差 引 額 2,000,000千円

(1) 助 成 金 等 収 入

(2) 投 資 有 価 証 券 売 却 益

ならびに娯楽サービス関連事業および飲食・販売事業の各店舗は個々の物件単位で資産のグルー
ピングを行っております。減損の兆候が認められる資産グループについては、当初の投資回収見
込みを下回ることとなった場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失と
して計上しております。

主として新型コロナウイルス感染症の拡大の影響を受けている娯楽サービス関連事業および飲
食・販売事業の各資産グループでは、割引前将来キャッシュ・フローの算出について、当該感染
症の拡大の影響を受けた当連結会計年度を含む営業損益実績を基礎とした翌連結会計年度以降の
損益予測に基づき見積もっております。当該感染症の拡大による影響については、臨時休業等の
大規模な社会的制限は想定していないものの、外出自粛等による売上高減少等の影響が2023年
１月末まで継続すると仮定して算出しております。

主要な仮定である新型コロナウイルス感染症の今後の感染拡大、収束時期や収束後の市場、消費
者動向には相当程度の不確実性があります。感染状況や経済環境への影響等が仮定と乖離する場
合には見直しが必要となり、翌連結会計年度以降の固定資産の減損損失に影響を与える可能性が
あります。

⒉ 連結貸借対照表に関する注記

⒊ 連結損益計算書に関する注記

当社グループは、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う特例措置の適用を受けた雇用調整助成金等を助
成金等収入195,540千円として特別利益に計上しております。

当社グループは、純投資目的以外の投資株式（政策保有株式）の保有方針に基づき、保有する投資有価証
券の一部（上場株式３銘柄）を売却したことに伴う売却益を、投資有価証券売却益20,333千円として特
別利益に計上しております。



(3) リ ニ ュ ー ア ル 関 連 撤 去 費 用

(4) 臨 時 休 業 に よ る 損 失

(5) 減 損 損 失 の 内 訳

用　途 種　類 場　所 金　額

小売店1店舗 建物及び構築物等 東京都台東区 58,574千円

（1）当連結会計年度の末日における発行済株式の数 普　通　株　式 6,511,218株

普通株式の配当に関する事項 配 当 金 の 総 額 179,387千円
１ 株 当 た り 配 当 額 30円
基 準 日 2021年１月31日
効 力 発 生 日 2021年４月28日

当社グループは、東京楽天地浅草ビルリニューアル工事に係る固定資産の撤去費用をリニューアル関連撤
去費用135,854千円として特別損失に計上しております。

当社グループは、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う政府による緊急事態宣言を受けて、娯楽サービ
ス関連事業および飲食・販売事業に関連する施設において、一部の店舗を除いて臨時休業を実施いたしま
した。そのため、当該施設の臨時休業期間中の人件費・減価償却費等を臨時休業による損失79,646千円
として特別損失に計上しております。

　当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

当社グループは、事業セグメントの区分を基準に、原則として不動産賃貸関連事業の賃貸不動産ならびに
娯楽サービス関連事業および飲食・販売事業の各店舗は個々の物件単位で、遊休資産などの概ね独立した
キャッシュ・フローを生み出すものについては個別資産ごとに資産のグルーピングを行っております。こ
れらの資産グループのうち、当初の投資回収見込みを下回ることとなった小売店１店舗について減損損失
を認識し、当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失58,574千円として特
別損失に計上しております。
その内訳は建物及び構築物33,655千円およびその他24,918千円であります。
なお、当該資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローがマイ
ナスと見込まれるため、回収可能価額を零としております。

⒋ 連結株主資本等変動計算書に関する注記

（2）当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
① 2021年４月27日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。



普通株式の配当に関する事項 配 当 金 の 総 額 179,382千円
１ 株 当 た り 配 当 額 30円
基 準 日 2021年７月31日
効 力 発 生 日 2021年10月８日

普通株式の配当に関する事項 配 当 金 の 総 額 179,374千円
配 当 の 原 資 利 益 剰 余 金
１ 株 当 た り 配 当 額 30円
基 準 日 2022年１月31日
効 力 発 生 日 2022年４月28日

（イ）信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

② 2021年９月８日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

（3）当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
2022年４月27日開催予定の定時株主総会において、次の議案が付議されております。

⒌ 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産による運用に限定しております。短期的
な運転資金は手許資金で十分賄えております。また、長期投資に係る資金につきましては一部を金融
機関からの借入れにより調達しております。デリバティブ取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容およびそのリスク
営業債権である売掛金およびリース投資資産は、顧客の信用リスクに晒されております。有価証券お
よび投資有価証券は、主に取引先企業等の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
営業債務である買掛金および未払金は、ほとんどが１～２か月以内の支払期日であります。借入金は
主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、支払金利の変動リスクを回避するため、固定
金利により資金調達を行っております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

当社は、経理規程に従い、営業債権について、各営業部門と経理部とが連携して主要な取引先の状
況を定期的にモニタリングし、取引先毎に期日および残高を管理するとともに、財務状況の悪化等
による回収懸念の早期把握や軽減をはかっております。連結子会社につきましても、当社の経理規
程に準じて同様の管理を行っております。利息収入目的の債券は、有価証券売買基準に従い、格付
の高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。当連結会計年度の連結決算
日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の連結貸借対照表価額により
表されております。



（ロ）市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

（ハ）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

連結貸借対照表計上額(*1) 時　価(*1) 差　額
（1）現金及び預金 2,175,215千円 2,175,215千円 ―
（2）売掛金 371,900千円 371,900千円 ―
（3）リース投資資産（*2） 788,742千円 752,915千円 △35,827千円
（4）有価証券および投資有価証券 6,409,060千円 6,409,060千円 ―
（5）買掛金 (364,539千円) (364,539千円) ―
（6）未払金 (330,453千円) (330,453千円) ―
（7）長期借入金（*3） (5,589,500千円) (5,566,547千円) △22,952千円
（8）受入保証金 (1,506,096千円) (1,306,882千円) △199,214千円

（注１） 金融商品の時価の算定方法に関する事項

有価証券および投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業等）の財務状況等を
把握し、また、利息収入目的の債券以外のものについては、取引先企業等との関係を勘案して保有
状況を継続的に見直しております。

当社は、各部署からの報告等に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新すること等により資
金の流動性を把握し、流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定については変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件
等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2022年１月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであ
ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりませんので
（注２）をご参照ください。

（*1）負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。
（*2）リース投資資産（連結貸借対照表計上額788,742千円）には、所有権移転外ファイナンス・リースに係

る見積残存価額17,218千円は含めておりません。
（*3）長期借入金の連結貸借対照表計上額については、１年内返済予定の長期借入金を含めております。

（1）現金及び預金、（2）売掛金
現金及び預金はすべて短期であり、売掛金は短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似しているこ
とから、当該帳簿価額によっております。



（注２） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

① 連結貸借対照表計上額 27,713,446千円
② 当 期 末 の 時 価 61,866,815千円

（注１） 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２） 当期末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産評価に基づく金額であります。

（1）１株当たり純資産額 5,171円56銭
（2）１株当たり当期純利益 65円75銭

（3）リース投資資産
リース投資資産の時価については、一定の期間毎に区分した債権毎に、債権額を新規に同様のリース契
約を行った場合に想定される料率で割り引いた現在価値により算定しております。

（4）有価証券および投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、投資信託は取引金融機関から提示された価
格によっております。

（5）買掛金、（6）未払金
これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており
ます。

（7）長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り
引いた現在価値により算定しております。

（8）受入保証金
受入保証金の時価については、合理的な返済予定期間および返済予定額を見積り、国債の利回り等適切
な指標に自社の信用リスクを加味した利率で割り引いて算定する方法によっております。

非上場株式（連結貸借対照表計上額2,771,176千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困
難と認められることから、「(４)有価証券および投資有価証券」には含めておりません。
普通賃貸借契約に係る受入保証金（連結貸借対照表計上額118,400千円）については、市場価格がなく、か
つ、賃借人の入居から退去までの実質的な預託期間を算定することは困難であり、合理的なキャッシュ・フ
ローを見積ることが極めて困難と認められることから、「(８)受入保証金」には含めておりません。

⒍ 賃貸等不動産に関する注記
（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社および一部の子会社は、東京都等において、賃貸用の商業施設等（土地を含む。）を有しておりま
す。
2022年１月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は1,651,428千円（賃貸収入は売上高に、賃
貸費用は売上原価に計上）であります。

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項

⒎ １株当たり情報に関する注記



資産の名称および所在地 譲渡価額 譲渡益（概算） 譲渡前の使途
西葛󠄁西ビル
（東京都江戸川区西葛󠄁西３-22-21）
土地面積：908.80 ㎡
延床面積：3,569.93 ㎡

（注１） 922百万円
（注２） 賃貸用不動産

① 取締役会決議日 2 0 2 1 年 1 2 月 1 6 日
② 契 約 締 結 日 2 0 2 1 年 1 2 月 1 6 日
③ 物 件 引 渡 期 日 2 0 2 2 年 ２ 月 1 7 日

8. 重要な後発事象に関する注記
（重要な資産の譲渡）

当社は、会社法第370条および当社定款第26条第２項による決議（取締役会の決議にかわる書面決議）によ
り、保有する固定資産を譲渡することを2021年12月16日に決議し、2022年２月17日に当該固定資産を譲
渡いたしました。

（1）譲渡の理由
経営資源の有効活用による資産の効率化をはかるため、当社が保有する不動産の譲渡を行うものでありま
す。

（2）譲渡資産の内容

（注1）譲渡価額については、譲渡先の意向により開示を控えさせていただいておりますが、市場価格を反映し
た適正な価格での売却となっております。

（注2）譲渡益は、譲渡価額から帳簿価額および譲渡に係る諸費用の見積額を控除した概算額であります。
（3）相手先の概要

譲渡先につきましては、譲渡先との契約等により公表を控えさせていただきます。なお、譲渡先と当社と
の間には、資本関係、人的関係および取引関係その他特筆すべき関係はなく、また、関連当事者にも該当
いたしません。

（4）譲渡の日程

（5）業績に与える影響について
当該固定資産の譲渡に伴う売却益は、翌連結会計年度において、固定資産売却益として特別利益に計上す
る見込みであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（注）この連結計算書類に記載の金額（１株当たり情報に関する注記を除く。）は、表示単位未満を切り捨て
て、１株当たり情報に関する注記に記載の金額は、表示単位未満の端数を四捨五入して、それぞれ表示し
ております。



子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法
そ の 他 有 価 証 券

時 価 の あ る も の 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時 価 の な い も の 移動平均法による原価法

商 品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法）

① 有形固定資産（リース資産を除く）
内 規 に 定 め た 相 当 規 模
以上の建物 定 額 法

1998年４月１日以降取得した
建物（建物附属設備を除く）
ならびに2016年４月１日以降
取得した建物附属設備および
構築物

定 額 法

そ の 他 定 率 法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 ６年～50年
構 築 物 10年～20年
機 械 及 び 装 置 10年～13年
器 具 及 び 備 品 ４年～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く） 定 額 法
なお、主な耐用年数は５年であります。

③ リ ー ス 資 産
所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

個　別　注　記　表
⒈ 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準および評価方法

① 有価証券の評価基準および評価方法

② たな卸資産の評価基準および評価方法

（2）固定資産の減価償却の方法



① 貸 倒 引 当 金

② 賞 与 引 当 金

③ 退 職 給 付 引 当 金

① 当 事 業 年 度 の 計 算 書 類 に 計 上 し た 金 額
当 事 業 年 度

有形固定資産 28,583,635千円

無形固定資産 270,479千円

減損損失 －

② 計 算 書 類 利 用 者 の 理 解 に 資 す る そ の 他 の 情 報
(イ) 算 出 方 法

(ロ) 主 要 な 仮 定

（3）引当金の計上基準

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上することとしております。

事業年度末在籍従業員に対する翌事業年度支給賞与の当事業年度負担額として、支給見積額の当事業
年度経過期間相当額を計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しており
ます。退職給付引当金および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給
付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

（4）収益および費用の計上基準
ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

（5）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

（6）会計上の見積りに関する注記
（固定資産の減損）

当社は、原則として不動産賃貸事業の賃貸不動産および映画興行事業の各店舗は個々の物件単位で
資産のグルーピングを行っております。減損の兆候が認められる資産グループについては、当初の
投資回収見込みを下回ることとなった場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減
損損失として計上しております。

主として新型コロナウイルス感染症の拡大の影響を受けている映画興行事業の各資産グループで
は、割引前将来キャッシュ・フローの算出について、当該感染症の拡大の影響を受けた当事業年度
を含む営業損益実績を基礎とした翌事業年度以降の損益予測に基づき見積もっております。当該感
染症の拡大による影響については、臨時休業等の大規模な社会的制限は想定していないものの、外



（1）関係会社に対する短期金銭債権 9,414千円
（2）関係会社に対する短期金銭債務 825,815千円
（3）取締役に対する長期金銭債務 22,090千円
（4）有形固定資産の減価償却累計額 30,313,514千円
（5）当社においては、短期的な運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と貸出コミットメント

契約を締結しております。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。
貸出コミットメントの総額 2,000,000千円
借 入 実 行 残 高 ー
差 引 額 2,000,000千円

(1) 関 係 会 社 と の 取 引 高 売 上 高 309,126千円
売 上 原 価 945,755千円
販売費及び一般管理費 24,828千円
営業取引以外の取引高 145,030千円

(2) 助 成 金 等 収 入

(3) 投 資 有 価 証 券 売 却 益

(4) リ ニ ュ ー ア ル 関 連 撤 去 費 用

出自粛等による売上高減少等の影響が2023年１月末まで継続すると仮定して算出しております。
（ハ）翌事業年度の計算書類に与える影響

主要な仮定である新型コロナウイルス感染症の今後の感染拡大、収束時期や収束後の市場、消費者
動向には相当程度の不確実性があります。感染状況や経済環境への影響等が仮定と乖離する場合に
は見直しが必要となり、翌事業年度以降の固定資産の減損損失に影響を与える可能性があります。

⒉ 貸借対照表に関する注記

⒊ 損益計算書に関する注記

当社は、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う特例措置の適用を受けた雇用調整助成金等を助成金等
収入50,247千円として特別利益に計上しております。

当社は、純投資目的以外の投資株式（政策保有株式）の保有方針に基づき、保有する投資有価証券の一
部（上場株式３銘柄）を売却したことに伴う売却益を、投資有価証券売却益20,333千円として特別利
益に計上しております。

当社は、東京楽天地浅草ビルリニューアル工事に係る固定資産の撤去費用をリニューアル関連撤去費用
135,854千円として特別損失に計上しております。



(5) 臨 時 休 業 に よ る 損 失

当事業年度の末日における自己株式の数 普 通 株 式 532,076株

繰 延 税 金 資 産 未 払 事 業 税 8,403千円
子 会 社 株 式 評 価 損 24,495千円
退 職 給 付 引 当 金 181,629千円
役 員 退 職 慰 労 金 6,763千円
資 産 除 去 債 務 165,934千円
前 受 賃 料 129,912千円
そ の 他 27,394千円
繰 延 税 金 資 産 小 計 544,534千円
評 価 性 引 当 額 △26,290千円
繰 延 税 金 資 産 合 計 518,243千円

繰 延 税 金 負 債 その他有価証券評価差額金 △1,359,385千円
資産除去債務に対応する除却費用 △50,589千円
繰 延 税 金 負 債 合 計 △1,409,975千円

繰 延 税 金 負 債 の 純 額 △891,731千円

当社は、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う政府による緊急事態宣言を受けて、ＴＯＨＯシネマズ
錦糸町の臨時休業を実施いたしました。そのため、当該施設の臨時休業期間中の人件費・減価償却費等
を臨時休業による損失54,582千円として特別損失に計上しております。

⒋ 株主資本等変動計算書に関する注記

⒌ 税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳



種 類 会社等
の名称

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科　　目 期末残高
（千円）

子会社 ㈱楽天地
セルビス

所有
直接　 100%

役員の兼務

ビルメンテナンス
の委託

余剰資金
預り 146,171 預り金 705,189

利息の支払 534 ― ―

清掃警備の
委託等 687,563 ― ―

（注1） 余剰資金預りについては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
（注2） 清掃警備の委託等については、市場実勢を勘案のうえ決定しております。
（注3） 上記金額には消費税等を含めておりません。

（1）１株当たり純資産額 4,559円44銭
（2）１株当たり当期純利益 62円24銭

（1） 譲 渡 の 理 由

（2） 譲 渡 資 産 の 内 容
資産の名称および所在地 譲渡価額 譲渡益（概算） 譲渡前の使途

西葛󠄁西ビル
（東京都江戸川区西葛󠄁西３-22-21）
土地面積：908.80 ㎡
延床面積：3,569.93 ㎡

（注１） 922百万円
（注２） 賃貸用不動産

⒍ 関連当事者との取引に関する注記
子会社および関連会社等

取引条件および取引条件の決定方針等

⒎ １株当たり情報に関する注記

⒏　重要な後発事象に関する注記
（重要な資産の譲渡）

当社は、会社法第370条および当社定款第26条第２項による決議（取締役会の決議にかわる書面決議）によ
り、保有する固定資産を譲渡することを2021年12月16日に決議し、2022年２月17日に当該固定資産を譲
渡いたしました。

経営資源の有効活用による資産の効率化をはかるため、当社が保有する不動産の譲渡を行うものであり
ます。

（注1）譲渡価額については、譲渡先の意向により開示を控えさせていただいておりますが、市場価格を反映し
た適正な価格での売却となっております。

（注2）譲渡益は、譲渡価額から帳簿価額および譲渡に係る諸費用の見積額を控除した概算額であります。



（3） 相 手 先 の 概 要

（4） 譲 渡 の 日 程
① 取 締 役 会 決 議 日 2021年12月16日
② 契 約 締 結 日 2021年12月16日
③ 物 件 引 渡 期 日 2022年２月17日

（5） 業績に与える影響について

譲渡先につきましては、譲渡先との契約等により公表を控えさせていただきます。なお、譲渡先と当社
との間には、資本関係、人的関係および取引関係その他特筆すべき関係はなく、また、関連当事者にも
該当いたしません。

当該固定資産の譲渡に伴う売却益は、翌事業年度において、固定資産売却益として特別利益に計上する
見込みであります。

９. 連 結 配 当 規 制 適 用 会 社
当社は、当事業年度の末日が最終事業年度の末日となる時後、連結配当規制適用会社となります。

                                                                                                                                                      

（注）この計算書類に記載の金額（１株当たり情報に関する注記を除く。）は、表示単位未満を切り捨てて、１
株当たり情報に関する注記に記載の金額は、表示単位未満の端数を四捨五入して、それぞれ表示しており
ます。


